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原 著
保健婦(士)が行う地域を基盤に したケ ー ス 管理 にかかわる要素
佐 藤 由 美 ( 群馬大学医学部保健学科)
保健婦 ( 士)が行う地域を基盤 に し た ケ ー ス 管理 に は どの よ う な事項 が か か わ るか を明 ら か に する こ とを 目的 に, 2町 に
お い て , 保 健婦 ( 士)が 1 年間 に家庭訪問援助を実施 した世帯 の 援助実績を調 べ た｡ そ の 結果, ケ ー ス 管 理 に か か わ る要素
と して , 次 の こ とを確認 した ｡
1) 管理対象把握 プ ロ セ ス で は, 全住民 の 把握が重要 で あ り, そ れ に は保健サ
ー ビ ス 対象者 に対する全数対応, 把握が 困難
な対象群 の 実態調査, 福祉 サ - ビ ス 対象者 へ の 対応等 に よ るデ ー タの 収集 ･ 蓄積が 必要 で ある｡ ま た, 住民 か ら持 ち込ま
れ た相談 ･ 情報や , 他 の ケ ア 提供者 か ら の 情報提供 へ の 対応 は, 潜在需要 へ の 対策 と して 重要 で あ る｡
2) ケ ア の 質 の 継続管理 と して は, 看護援助 の 管 理 とそ の 他の サ
ー ビ ス の 管理 が あげられ る｡ 看護 援助 の 管理 で は, 非常数
看護職 と の 役割分担, 非常勤看護職 の ケ ア の 管理 が 重要で あ る｡ 他サ
ー ビ ス の 管理 で は, サ - ビ ス の 適否 の 判断 と, サ -
ビ ス導 入や 利用継続 の た め の 援助 が重要 で あ る｡
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. 研究目的
地域を基盤 に した要援助者 ･ 世帯 へ の サ ー ビ ス 提供と
そ の管理 に つ い七は, 保健婦 (士)が自らの固有の課題
と して , 長年取り組ん で い る 1) ～ 3) ｡ 介護保険事業開始
に あたり, 実施主体で ある市町村で体制整備が急がれ て
い るが , 介護保険事業対象者も保健婦 (士)の援助対象
の 一 部 で あるため, 今後は従来の保健福祉行政サ ー ビ ス
事業 の枠組み に留まる の で はなく, 介護保険事業を含め
た新たな体系の 中で追究する地域看護管理の あり方, と
りわけケ ー ス 管理方式の確立が必要で ある｡
本研究で は, ケ ー ス 管理方式を検討するための 前段階
と して , 従来 の 保健婦 ( 士)が実施して い るケ ー ス 管理
の 実態から, ケ ー ス 管理 に かかわ る事項を明らか にする｡
Ⅱ . 研究方法
保健婦 (士)の ケ ー ス 管理 とは, 保健婦 (士) が, 也
域住民の うち , 自 ら必要な サ ー ビ ス を適切に利用 しなが
ら健康的に生活を営む こと に何らか の 困難を抱え て い る
人 々 を要援助者 ･ 世帯とし て取り上げ, そ の要援助者 ･
世帯 に対し て実施する個別援助活動と, 他職種か ら提供
される援助とを管理 する ことを い う｡
追究する事象は, 基礎的な自治体で ある市町村を単位
に した, 管理対象把握プ ロ セ ス 及び他サ ー ビ ス も含めた
ケ ア の質保証の ため の管理実施プ ロ セ ス で ある｡
保健婦 (士) 活動は, 法制度に基 づき住民に行政サ ー
ビ ス を適用させ るが , そ の展開方法や優先度の決定は保
健婦 (士) の判断 ･ 認識 に よるため, 活動内容は自治体
毎 に多様で ある｡ そ こ で , 人 口規模や保健婦 (士) 活動
体制の 類似した2 つ の自治体の活動実績を素材に , 各 々
の利点 ･ 欠点等も含め て対比させなが ら検討する｡
1) 調査対象 :
保健婦 (士) の 中心的な個別援助形態で ある家庭訪問
に よる援助事例をとりあげる｡ 保健婦 (士) の援助は,
個 々 の事例に対し て , 長期 に継続的に行われるも の で あ
るが , そ れを1年間の援助の 蓄積とと らえ, 本調査で は
便宜的に 1年間と区切り , 期間内の訪問援助事例を全て
取り上げる｡
対象は, A町 (G県) にお ける町 ･ 保健所保健婦 (士)
の平成7年度の 家庭訪問援助活動と, B町 (C県) にお
ける町 ･ 保健所保健婦 (士)の平成9年度の 家庭訪問援′′--
助活動とする｡ 2地区の地域概況及び活動体制は表1 の
通り で あ る｡ なお , 非常勤看護職とは, 町や保健所か ら
家庭訪問業務担当とし て , 常勤 で はなく雇用され て い る
保健婦 (士), 助産婦 , 看護婦 (士)とする｡
2) 調査項目 :
対象把握経路, 健康 問題, 訪問担当者及 び町保健婦
(士) との 関わり, 援助内容で ある｡
3) 情報収集方法:
保健婦 (士)が記載した援助対象者 ･ 世帯毎の援助経
過記録, 及び保健婦 (士)から の 聞き月文り に よる｡
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表1 2地区の地域概況及び活動体制
A 町 B 町
人 口 5
,
16 2人 12,5 12人
世 帯 数 1,2 5 5世帯 3,8 56世帯
老 齢 人 口 20.7% 25%
保 健 婦( 士) 敬
町 2人 町 3人
保健所 ( 町担当)1人 保健所 ( 町担当)1人
非 常 勤 看 護 職
( 町) 保 健婦2 人 ( 町) 保健婦1人
( 保健所) 助産婦1人
保健婦 1人
町
内
の
杜
国
医 療 機 関
町 内に は 無し 3病院 (デ イ ケ ア実施 1 ケ
所, 訪 問看護 実施 1 ケ 所),
2診療所, 2歯科診療所
福祉サ ー ビス
ヘ ル パ ー 2 人 ヘ ル パ ー 3人
コ言
餐 訪 問入浴サ
ー ビス 訪問入浴 サ ー ビス
顔 広域市 町村で シ ョ ー ト 特別養護老人 ホ ー ム 1 ケ所
ス テ イ, デ イ サ ー ビ ス (シ ョ ー トス テ イ 実施)
Ⅲ
. 結 果
A 町の訪問援助世帯 は286世帯で全世帯の23%を占め,
延674回 (年間訪問回数1 - 13回, 平均2.4回) の 家庭訪
問を実施して い た｡ B 町の訪問援助世帯 は109世帯で 全
世帯の 3 % を占め, 延509回 (年間訪問回数1 - 49回,
平均4.7回) の家庭訪問を実施 して い た｡
1 対象把握経路 (表2)
長期間援助して い る場合等で は, 把握時の正確な情報
が得られな い事例があ っ た｡ 行政 シ ス テ ム の中 で の把握
で は, 健康診査等の保健事業を通 じたも のと , 妊娠届,
特定疾患研究治療費公費負担申請, 結核患者届出, 脳卒
中情報シ ス テ ム 等 の 申請 ･ 届出か らが主で あ っ た｡ 他 に
は, 寝 たきり老人調査台帳, 福祉サ ー ビ ス 利用者名簿,
国民健康保険診療報酬請求書, 転入届等で あり, 役場内
の 関係部署から情報を入手する体制がと られ て い た｡ 町
老人保健福祉計画策定の ため に実施 した高齢者の い る世
帯全数訪問調査から の把握 も含まれた｡
住民から の相談で は, 本人や家族か ら直接相談が持ち
込まれ るもの が多い が, 保健婦 (士)か ら援助を受けた
経験の ある住民に よる相談や情報提供も あ っ た｡ ま た,
母子保健推進員との打合せ会議や, 婦人会役員 へ の健康
教育の場等で も相談や情報を受 けて いた ｡
ヘ ル パ ー か ら は, 心身状態変化時の 対応の判断, 疾患
に伴う介護上の留意点の指導, 福祉サ ー ビ ス 導入援助を
求めたも の で , 医療機関か らは, 退院 に向けた在宅療養
体制の確保, 服薬 ･ 在宅医療処置の 自己管理状況の確認
と支援, 福祉 サ ー ビ ス 導入援助を求めたもの で あ っ た｡
2 町を対比すると, A 町で は保健福祉行政 シ ス テ ム の
中で の把握が56. 6%と過半数を占めた｡ 中 で も保健事業
を通じた把握が多く, 健康診査を契機と した援助と , 健
康相談利用者 へ の継続援助が多か っ た｡ 定期健康相談の
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継続利用者で は, 利用が途切れた場合に訪問して状況確
認し, 脳梗塞や骨折等に よる要介護状態を早期に把握し
て いた ｡ そ れ に対して B町で は, 関係職種を通じて の把
握が37.6% と最 も多く, 中で も ヘ ル パ ー か らの 依頼 ･ 情
報提供と , 医療機関の医師や看護婦から の依頼 ･ 情報提
供が多か っ た｡ 福祉担当職員から は, 福祉 サ ー ビ ス利用
希望者に対する適切な導入の ため の状況把握と調整の依
頼で あ っ た｡
表 2 対象把握経路
数字 は世帯数 ( % )
把 撞 経 路 区 分 A 町 B 町
総 数 286(100) 109(100)
行政 シ ス テ ム の 中で 把握 162( 56.) 32(29.4)
内
釈
各種保健事業 を通 じて 120( 42..
0) 14(12.8)
各種保健福祉制度 申請 . 届出か ら 26( 9.1) 15(13.8)
そ の 他 16( 5.6) 3( 2.8)
住民 からの相談 に よ る把握 29( 10,1) 23(21,)
内
本人 . 家族 の来談 . 電話 20( 7.0) 16(14.7)
近隣住民から の依頼 . 情報提供 7( 2A) 3( 2.8)
釈
他世帯訪問時 に依頼 . 情報提供 2( 07) 3( 2.8)
民生委員から の依頼 . 情報提供 1( 0.9)
関係職種 を通 じて 把握 ll( 3.8) 41( 37.6)
内
訳
ヘ ル パ ー か らの依頼 . 情報提供 3( 1.0)
1( 0.3)
19(17.3)
町福祉担当職良か らの依頼 . 情報提侯 4( 3.7)
その他の町職員からの依頼 . 情報提供 2( 1.8)
医療機関か らの依頼 . 情報提供 7( 2.4) 14(12.8)
関係機関か らの依頼 . 情報提供 2( 1.8)
把握状況不 明 84( 29.4) 13( ll.9)
2 訪問契機とな っ た健康問題 (表3)
訪問契機とな っ た健康問題を, 母子と成人 ･ 老人 の健
康問題に大別して , そ の内容を分類 した｡ 成人 ･ 老人 の
健康問題が A町90.2%, B 町83.5 % と, 両町と も高い割
合を占めたが , そ の 内訳に は違い が見られた｡ A町では,
老人保健法の健康診査で治療や生活指導が必要とな っ た
者, 生活習慣病の自己管理支援が必要な者な ど, 自立度
が高く予防的な援助を目的とした対象が多か っ た｡ そ れ
に対しB町で は, 寝 たきり, 痴呆, 高齢者の み世帯等,
既 に在宅療養や介護が必要な者 へ の訪問が多く, 健康診
査事後指導者等に は, 健康相談や電話で対応して い た｡
母子の 健康問題で も, A 町 で は妊娠届出時の未面接者や
乳児健診の 末受診者など, 保健事業対象で ありながら接
点が もて な い人 々 に対し て , 状況把握と保健サ ー ビ ス 紹
介を目的に訪問して い た ｡ そ れ に 対し B町 で は , こ れ
ら の対象に は電話等で対応し, 訪問は未熟児や小児慢性
疾患患児, 発達遅滞の疑いが ある者など, 何 らか の健康
上の 問題が顕在化して い る世帯を対象とし て い た｡
3 訪問担当者と町保健婦 (士)の関わり状況 (表3)
保健所保健婦 (士) は, A ･ B町とも未熟児 ･ 低体重
児を担当してお り, 他 に , A町 で は結核登録患者, 保健
表 3 訪問契機とな っ た健康問題と訪問担当状況
健 康 問 題
A 町 B 町
件 数
訪問担当者別件数 (再掲)
件 数
訪 問担 当者別件数 ( 再掲)
町 保 健 所 町 保 健 所
保健婦 出 非常数 保健婦出 非常数 保健婦出 非常数 保健婦出 非常 助
総 数 286(100) 189 116 17 109(100) 81 21 13 9
母子の 健康問題 26( 9.0) 25 3 16 ( 14.7) 5
〔-ー 10 8
未熟児 . 低体重出生児 i( 0.3) 1
1
5( 4.6) 3 2
小児慢性特定疾患治療解給費受給者 1( 0.3) 1 6( 5.5) 2 6
発達遅滞及 び遅滞 の疑 い の ある児 2( 0.7) 2 5( 4.6) 5 5
育児方法改善が必要､ 保育者 の育児能力不足 7( 2.4) 6 1
乳児健診未受診､ 妊娠届時妊婦未面接 13( 4.5) 13
そ の 他 2( 0.7) 2
成人 . 老人の 健康問題 258( 90.2) 162 115 15/ 91( 83.5) 74 21 3 1
健 ( 検) 診の 結果､ 精密検査や 治療が必要 32( 11 ユ) 31 1 3 ( 2.8) 3
2
生活習慣病予防の た め の 生活習慣改善が 必要 97( 33.9) 64 35 1
13
有症状で 未治療及び､ 有疾患で 治療中断 4 ( 1.4) 4 1 7 ( 6.4) 7
疾患や医療処置の 自己管理が必要 58( 20.3) 18 35 5 ( 4.6) 4
疾患 . 障害のため の身体機能の維持 . 拡大が必要 19( 6.4) 8 19 10( 9.2) 8 1
3療養生活や介護 - の 支援が 必要 46( 16.1)
2( 0.7)
35
2
24 1 64( 58.8) 52 18 1
終末期の 在宅療養
そ の 他
2 ( 1.8) 2
多聞題世帯 ( 複数の 健康問題 を有す る世帯) 2( 0.7) 2 1 1 2 ( 1.8) 2
所 の精神保健相談利用中の 精神障害者, 3歳児健診で生
活習慣確立に遅れが見られた児, B町 で は小児慢性特定
疾患治療研究費受給者で あり , い ずれ も保健所が 申請や
事業の窓口 に な っ て い るもの で あ っ た ｡ 町 と保健所の保
健婦 (士)が共同で 関わ っ た事例は, 乳幼児健診事後の
発達評価と専門相談利用の 判断目的と, 保健所の発達専
門相談の継続利用者であ っ た ｡
次 に , 非常勤看護職の 看護ケア に対する保健婦 (士)
の 管理 に つ い て 検討するため, B 町 で町非常勤看護職の
訪問事例21世帯に対する町保健婦 (士)の関わり状況を
調 べ た｡ 保健婦 (士)は全事例で毎回の訪問状況を非常
勤看護職か ら 口頭と記録に より報告を受け, そ れ に基 づ
い て , ケ ア内容 へ の助言と援助方針の共有を行 っ て い た｡
内容は, 家族 の健康管理方法と, 福祉 サ ー ビ ス 制度活用
の助言と, 患者本人や介護する家族に変化が生 じた時の
ケ ア 内容の見直しで あ っ た｡ 保健婦 (士) が直接訪問し
て援助を行 っ た の は6事例で あ っ た｡ 受療内容の 調整や
福祉サ ー ビ ス導入が緊急に必要に な っ た 4事例に対して ,
訪問して状況確認 した上で , 主治医や福祉担当者, - ル
パ ー へ 連絡し て い た｡ 他 に は, 非常勤看護職か ら の相談
に より, 対象者と の 関係を調整 したもの1例, 援助方針
の 見直しや療養指導を行うため の現状確認1例, 非常勤
看護職導入の ため の 同行訪問1例で あ っ た｡
4 援助内容 ( 表4)
B町の109世帯に対し て保健婦 (士) が実施し た援助
内容を , a 心身状態 ･ 生活状況 ･ 家族関係等の 現状確
表4 訪問援助世帯 へ実施 した援助内容
単位 : 世帯数 ( %)
総 数 109
a 心身 . 生活 . 家族 等の現状 確認 108(99.1)
内 心身状況､ 発達
. 発育状況 の現状確認 108
生活 . 育児 . 介護状況 の現状確認 108
杏 家族関係の 現状確認 81
b 医学 的管理 に 関わる 支援 91(83.5)
内
杏
未受診者 へ の受診勧奨 21
治療中者 へ の受診状況確認と継続受 診支援 68
病状観察 と病状 へ の対応方法指導 54
服薬管理 の指導 . 支援 14
疾病 . 合併症 の予 防方法指導 12
機能維持 . 回復方法指導 . 支援 6
在宅医療処 置管理 の指導 . 支援 10
主治医 との 関係調整 10
そ の他 7
c 生活指導 67(61.5)
内
容
生活方法 の相 談対応 . 指導 42
育児 . 介護 方法の 相談対応 . 指導 43
生活範 囲拡 大､ 社会復帰支援 5
住宅改造方 法指導 1
そ の他 1
d 保健福祉 サ ー ビス 利用 に関 わる支援 70( 64.2)
内
サ ー ビス 利用勧奨 . 導入支援 63
利 用中の サ ー ビス 内容調整 20
ラ:守
サ ー ビス 提供者との 関係調整 9
脊 そ の他 2
e 家族介護支援 58( 53.2)
内
家族員 の 健康管理 55
家族 - の 精神的支援 38
ウ:守
家族 関係 の 調整､ 家族内協力の 促進 10
谷
看取 りを終え た 家族の 介護経験 の 受容 3
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認, b 医学的管理 に関わ る支援, c 生活指導, d 保
健福祉サ ー ビ ス 利用支援, e 家族支援の 5項目 に大別
して , 世帯毎に各項目の援助を1年間の 中で 行 っ たか ど
うか を調 べ , さ ら に各 々 の項目に つ い て内容を分類した｡
'Ll身状態 ･ 生活状況 ･ 家族等の 現状確認は, 1世帯を除
い て99.1% で行 っ て い た｡ こ の 1世帯 は訪問援助 して い
た寝たきり者の死亡を把握し, 介護した家族 へ の支援の
ため に訪問した世帯 で あ っ た｡ 医学的管理 に関わる支援
は83.5% , 保健福祉サ ー ビ ス 利用に 関わ る支援64.2%,
生活指導61.5%, 家族支援53.3 %で あ っ た｡ 医学的管理
に関する援助で は, 受療中の者に対 して受療 ･ 服薬 の状
況を確認しなが ら継続を促し励ます, 病状観察 し変化 へ
の 対応方法を指導する, 健診 の要医療者 ･ 要精密検査者
に対して 受診を勧める, の 順 に多か っ た｡ 医学的管理支
援を行 っ た91世帯中35世帯で , 主治医や病院看護婦との
共同活動が行われ て おり, そ の 内容 は訪問開始時の 主治
医との援助方針検討, 病状変化時の状況報告と対応依頼,
患者や家族の治療に対する不安の伝達と説明依頼で あ っ
た｡
保健福祉サ ー ビ ス利用支援で は, 利用 に至る前と利用
開始初期の援助が多か っ た ｡ 保健婦 (士) は, 本人 ･ 家
族 の サ ー ビ ス を受 ける気持ちを確認し, 本人 ･ 家族側の
意識に働きか ける ことや サ ー ビ ス 利用方法に関わる細か
な調整を行 っ て い た｡ ま た資源利用にむけた条件整備や,
利用後の満足度や意向を確認 し, 必要な支援をして い た｡
そ の ため に ヘ ル パ ー や福祉担当者, サ ー ビ ス 提供業者に
協力を求めたり, 同行訪問に よ っ て利用者側とケ ア提供
者側との相互の受け入れを促 したり等, 対応方法も工夫
し て い た｡ 利用継続中の 時期で も, 心身機能低下や入退
院等の変化や家族介護負担増な ど状況変化が生じた場合
の対応策と して , 保健 ･ 福祉サ ー ビ ス の導入や調整をし,
幅広 い機関 ･ 職種と関わ っ て い た｡
Ⅳ
. 考 察
保健婦 (士)の実施して い る管理 は, 個 々 の事例に対
して 自ら看護援助サ ー ビ ス を実施しながら, 管理 の 中核
となる患者や家族 ･ 世帯 の現況に つ い で情報収集と判断
を し, そ れ に より援助の 展開方法, 管理方法を決めて い
る ｡ こ の よう に援助実践を通して果たし得る管理機能が
保健婦 (士)の最大の特徴とい える｡ こ れ ま で は, 保健
行政サ ー ビ ス 対象 で ある住民の ケ ア管理 は保健婦 (士)
のみ で行 い , そ れが明示され て い な い こ とが多く, そ の
方法も保健婦 (士) 個々 の実績や問題意識に よ っ て格差
が ある｡ し かし, 今後は介護や福祉, 医療 サ ー ビ ス と の
連携を密に した体制を描い て , 保健婦 (士)の 管理 へ の
責任を構成 して い く必要が ある ｡ 本調査か ら , 保健婦
表 5 A町における援助必要数に対する援助実績 (試算)
援 助 対 象 種 目
援助必要数及 び算 出根拠 援助必要数に 対す る援助実施割合
人数 算 出 拠 出 訪 問 訪問外援助 訪 問 外 の 援 助 方 法
母
千
妊婦 30 妊娠届 9 (30%) 20(67%) 娠届暗面接
産婦 31 出生届 5 ( 16%) 児検診で 状況確認
乳児 31 出生届 7 (23%) 児検診で 状況確認
未熟児 1 低体重児 出生届 1(100%) 0 (0%)
育成医療申請 4 育成 医療 申請 1(25%) 3 (75%) 児検診で 状況確認
乳児.1.6歳 児健診 末受 診者 4 乳 児健診 . 1.6歳児健診 3 (75%) 0 (0%)
〝 要観察者 ll 乳 児健診 . 1.6歳児健診 2 ( 18%) の 乳児幼児健診 に呼 び出 して 状況確言忍
虫歯予防教室事後管理 6 虫歯 予防教室参加 6 (100%) 0 (0% )
転入者 1 転 入届 1(100%) 0 (0%)
成
人
●
老
人
基本健診婦人健診 の要 医療 745健康診 査 54( 7%) 診結果説明会に呼び出して指導, 受診案内郵送
が ん 検診の 要精密検査者 72 が ん検診 30(42%) 診結果確認
機能訓練事業参加 15 機 能訓練事業 15(100%) 0 (0%)
寝た きり老人 18 寝たきり老人台帳 地区活動から 18(100%) 0 (0%)
痴呆老人 10 寝たきり老人台帳 地区活動から 10(100%) 0 (0%)
独居高齢者世帯 45 独 居高齢者 台帳 7 ( 16%)
結
核
結核患者 9 結核患者 登録票 9 (100%) 0 (0%)
住民検診の 要精密検査者 2 住民検診 1(50%) 1 (50%) 送で 通知 し結果確認
精
神
精神障害者 46
保健所精神保健相談, 保健所デイケア
通 院医療費公費負担 申請
7 (loo粕) 0 (0%)
アル コ ー ル依存症及びその疑い 2 基 本健診 2 (100%) 0 (0%)
難
Ea難病患者 18 特定疾患研究治療費公費負担申請 2､(11%) 0 (0%)
宿
祉
- ル パ ー 派遣世帯 45 独居高齢者台帳( 町福祉担当係から) 7 (16%)
訪問入浴 サ ー ビス 申請世帯 (%) (%)
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(士)の ケ ー ス 管理 に お い て重要と なる事項 と し て 次 の
こ とを確認 した｡
1管理対象 へ の 取り込み
1) 母集団と して の全住民の把握の重要性
管理 の母集団で ある全住民の把握が重要で ある｡ 表5
は A町の訪問援助対象者をそ の 母数 に照 ら し合わせ て
援助実績を見たも の で ある｡ 保健婦 (士) は, こ れ ま で
保健事業毎に対象集団に対する援助実施状況を確認し,
未受診者対策や, 事後指導経過の 追跡を実施して きた｡
こ の よう に母集団に対する援助実績を確実に追跡し, 隻
積し て いく ことが極め て重要と い える の で , 今後は保健
行政サ ー ビ ス対象者に 各種の 方法を加えて 集積する こと
に よ っ て全住民の把握 に近づ ける努力が必要で ある｡ そ
れ に より ど こ に どの ような援助サ - ビ ス を加えるかを明
らか に する こと はケ ー ス 管理 の基本条件となると考える｡
2) 保健事業対象者全数 へ の確実な対応
結果1 , 2 の とお り, A町 の保健婦 (士)は保健事業
対象者全数に対して 可能な限り接点を持ち, 対象 の セ ル
フ ケ ア能力を見極め, 同時 に保健婦 (士)の活用を促 し
て い た ｡ こ の ような活動は要援助者を見出し, 早期対応
を可能にすると い う点で重要で ある｡ ま た, 保健事業利
用中断者に対する追跡訪問等も, 対象 に生じた問題を早
期に把握して対応すると い う点で有効で ある｡
3) 福祉サ - ビ ス 利用者を管理対象に加え る
結果5で は福祉サ ー ビ ス の導入や利用調整の援助を行 っ
て い る世帯が多か っ た が, こ れ らは福祉サ ー ビ ス 利用を
契機に した援助開始で はなか っ た｡ こ の こ とか ら, 同様
の援助需要が他の サ ー ビ ス 利用者に も存在する ことが予
測される ｡ 今後介護保険事業の導入に より民間業者に よ
る福祉サ ー ビ ス 提供 の急増が予測され る ことからも, 保
健婦 (士)が これま で行 っ て い た福祉サ ー ビ ス の導入や
利用調整の援助内容や管理方法を明らか に し, 民間サ ー
ビ ス の質を管理 し て い く こ とが重要で ある｡
4) 全数把握が困難な対象の ため の情報収集
表3の母子に 関して は, 妊娠届と出生届, 転入届によ っ
て , 妊婦や産婦, 乳幼児を はぼ全数確実に母集団とし て
捉え られ , そ れ に基 づ い て 保健事業が提供さ れる の で ,
事業を通じて 追跡するこ とが で きる｡ しか し, 難病患者
や精神障害者, 痴呆性老人, 寝たきり老人等は行政サ ー
ビ ス を利用した人が対象となり, 医療 に繋がらな い段階
や行政サ ー ビ ス を求めな い場合など で はそ の把握は困難
で ある｡ ち なみ に , 痴呆性老人と寝た きり老人の 出現
率は, 平成7年時点で65歳以上人 口の 推定4.1% , 16.2
%
4) で あり , A町 に あて はめると各々44人, 173人 とな
り, 実際の把握数を大幅に上回 っ て い る｡ そ こ で , 援助
需要が予測さ れる集団, 例えば 一 定年齢以上の高齢者や
独居世帯等に対する実態調査に より対象を把握 して 管理
対象に加え て いく ことも必要で ある｡
5) 住民から持ち込まれ る相談 ･ 情報 の重要性
潜在需要 へ の対策と して , 住民から直接持ち込まれ た
相談 ･ 情報 に対応するこ とが重要で ある｡ 特 に, 上記4)
の よう に援助対象者を漏れ なく特定する ことが困難な場
合に は, 対象者自ら, 或 い は身近な住民か ら援助を求め
る声があがる状況を地域内に作 っ て い く こ とが極め て重
要で ある｡ 保健婦 (士) は地区に 出て援助活動を し て い
る の で , あ らゆる機会を利用して住民か らの 相談を受け
とめ, 確実 に対応する ことが必要で あり, そ の 実績が そ
の後 の相談の 持ち込みを促進する こと に 繋が る｡
6) 他の ケ ア提供者か ら の対象把握の重要性
結果1の とおり , B 町保健婦 (士)の 対象把握経路で
は, 関係者か ら の情報提供や対応依頼の 割合が A町に比
べ て 高か っ た｡ こ れ は, B町保健婦 (士)と ヘ ル パ ー や
医師等の関係者と の 共同援助事例が多い ため , 保健婦
(士) の役割を理解した関係者か ら の 援助依頼が多 い と
予測され る｡ 他 の ケ ア提供者か らの 対象把握は, 潜在需
要に対する速やかな対応と して 非常に意義がある｡ 特に ,
精神障害者や難病患者, 寝たきりや虚弱高齢者等 へ の療
養生活支援を行うに は, 医療機関や福祉関係者から の連
絡が欠かせな い ｡
2 ケア の質 の継続管理
1) 看護援助の管理
結果4の とおり , 保健婦 (士)は, 非常勤看護職か ら
の報告と自らの 訪問に より､ 直接 ･ 間接的に状況を確認
して ､ 必要な援助を行 っ て い た｡ こ の よう に , 非常勤看
護職に継続援助を任せ ながらも, 保健婦 (士) とし て の
責任性を明確に し, ケ ア の管理方法を決定して い く こと
が非常に重要で ある｡ 今後は, 民間事業者か ら の看護職
の訪問も多くなるため, 従来 の 非常勤看護職との役割分
担と管理 の方法を明らか に して おくこ とは, 他 か らの 看
護援助の管理を行う上で も重要で ある｡
2) 各種機関･ 職種と の連携に よる援助サ ー ビ ス の 充実
管理の 実施過程で は, 援助計画立案と援助提供の 実施
が重要な要素とな る｡ 保健婦 (士) は, 自ら看護援助を
実施する部分だ け で なく, 援助対象者の持 っ 幅広い ニ ー
ズ へ の 対応が不可欠で あるため, 管理 の実施に お い て も,
地域内の 関係機関 ･ 職種や地域の人々 に協力を求める こ
とが必要とな る｡ 結果4 の とおり, 保健婦 ( 士)は, 医
痩, 保健, 福祉 サ ー ビ ス の導入と, サ ー ビ ス 利用中の 内
容調整や継続利用勧奨の援助を実施 して いた｡ すなわち,
援助対象者の ニ ー ズ の把握はもとより , ニ ー ズ 解決 に関
千葉看会誌 V O L. 5 No.2 1999.12 35
わ るケ ア提供者 ･ 関係者の 選定, ケ ア提供者 へ の応援の
求め方に つ い て の判断と対処能力が求め られ る｡ こ の対
処能力とは, 他職種に 自らの 専門性にか けて 関わ る べ き
現状を理解し て もらうため の説明能力だ けで なく , 同行
訪問な ど実践を伴うもの で ある｡ これ に よ っ て , 他 の サ ー
ビ ス シ ス テ ム を取り込んで援助内容の 充実を図ると い う
管理が有効となる｡
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FA CTO R S A F FECT IN G C O M M U NITY- BA SE D C A SEMA N A GEM E N T
Yu mi Sato
Depa rtm e nt of Health Scie n c e s, School of Medicin e, Gun ma Univ e rsity
K E YW O R D S:
public he alth n u r sl ng, C a s em a n age m e nt, COm mu nlty-ba s ed
T he a utho r studied to identify the key fa ctors affe cting c o m munity-ba s ed c a se manage me nt by public
healthn u r s e s. In this study, ty pe s of a s sistan c ethe ho u s eholds receiv l ng ho m e visits by public he alth
nur s e sfo r1 ye a r w e r analyz ed at tw o lo cal autho ritie s. T he follow l ng fa cto r s were identified as
im po rta ntin c a s e mallagem e nt.
1)Itis im portant to kn o w the citizens w ella s a whole m an age m e nt population , It is im portant
to s u r v ey all the clie nts of public health s e r vic e s a nd to m ake a rbitr a ry in ve stlgatio n of controls
whe r e s u r v ey of all is diffic ult. The clients of s o cial a nd welfar e s e r vic e s also should be studied to
in c r e a se our knowledge ･ T his data c ollectio n and a c c u m ulation is the pr o c e ss to identify a nd u nders
ta nd all the populatio n of public he alths e r vic es･ It is alsoim po rtant to s ur vey ho w the lo cal serv
ic es have respo nded to the r equ ests of c o n s ultation and for info r m atio n by the citiz e n s a nd by the
c a r eproviders to pla n fo r pote ntial dem a nds .
2) As a m anage m e nt pr ogr a m to m aintain le v els of c are the clie nts re c eive, nu r sing a s sistanc e and
other s er vices sho uld be w ell m anaged･ To man age nur sl ng a s sista n ce,identific atio n of r oles of pa r
t-tim e nurs e s, m a n age m e nt of c are pr o vided by the m a r e s o me of the m o st im po rtant facto r s. ,
Dete r min atio n of ap pr opriate ser vic e s to be provided a nd a s sistanc e to intr odu c e a nd c o ntin u e
n e cess ary ser vic e s a r e c ritic al to m a n age m e nt of other s e r vic e s.
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